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質疑応答要旨 

 

１. 百貨店事業の売上がグループ売上の約 80%を占めるが、今後どの程度まで非百貨

店事業の比率を高める計画か。 

 

連結売上約 1 兆 3,000 億円のうち、百貨店事業（海外を含む）は 83%を占める。以前

は比率を下げポートフォリオを変える方針だったが、百貨店事業が想定以上に好調で

売上も伸びているため、大幅な低下は見込まず、80%を下回る程度と予測。今後数年

は高いシェアを維持しつつ、グループ全体の利益拡大を図り、2030 年度に利益 1,000

億円を目標とする。 

 

２. イラン情勢は三越伊勢丹グループのビジネスにどのような影響を与える見込みか。 

 

国際情勢の変化は注視しているが、現時点で直接的影響は限定的。最新業績では全国

百貨店の売上が 2 月前年比 106%、3 月(1〜15 日)108%と好調。ただし、高額消費は

消費マインドに左右されやすく先行き不透明感は懸念材料。イラン情勢による売上影

響は限定的だが、エネルギーコストなど販管費増加には注意し適切に対応していく。 

 

３. 基幹店の伊勢丹新宿本店の売上が突出しているが、他店舗の成長戦略はどう考えて

いるか。 

 

伊勢丹新宿本店は国内百貨店の中でも売上規模が突出している。地域百貨店の伸びは

緩やかだが、ブランド紹介や特別イベント招待など店舗間連携を強化していく。紹介

元店舗には手数料を還元し、全国の店舗が連携し、首都圏店舗を中心に最適な商品を

提供する体制を推進していく。 

 

４. 他社（高島屋、松坂屋、大丸、松屋など）との優位性や特色、今後の出店方針は。 

 

当社は国内百貨店事業への経営資源集中度が高く、基幹店舗のリニューアル強化でグ

ループ利益拡大を図っている。また、優良顧客・法人顧客が多く、ラグジュアリーブ

ランドとの関係が良好であることが特徴。今後の出店方針については、大型新規出店

は難しいため、小規模でも質の高い顧客が見込める立地へ国内外で出店を進めてい

く。海外ではフィリピン・タイの中心市街地の大規模開発に参画し、不動産投資を含

む新たなビジネスモデルを志向している。 



５. 魅力的な投資機会が増えた場合でも、株主還元水準はどのように維持・調整するの

か。 

 

成長投資と株主還元のバランスを重視している。魅力的な投資機会があっても還元を

極端に減らさず一定水準を維持していく。2025〜2027 年度は不動産投資を本格化す

る前なので過去より高水準の還元を実施し、安定的な株主還元を継続する。 

 

６. 外商顧客はどのような方で、どのような商品を購入しているのか。 

 

MI カード利用顧客の中で多額の購買があり、家族ぐるみの長期的関係を前提に選定し

ている。最近は外商を希望しない多額購買顧客も増加している。外商顧客は食品・化

粧品・雑貨・衣料・呉服・美術の 7 分野すべてで購買する割合が約 4 割と高く、幅広

い商品分野で当社を利用いただいているのが特徴。 

 

７. インバウンド戦略と、海外で外商顧客が多い地域は。 

 

2025 年度上期のインバウンド比率は 12%。中国・香港が約 6%を占めるが、訪日自粛

で同地域の売上が約 3 割減少し全体で約 2%弱の影響。一方、台湾・タイ・米国が増

加している。海外外商顧客はアジア中心で米国比率も上昇。特定地域を重点化せず、

魅力を感じた海外顧客との関係深化を目指す。 

 

８. EC やオンライン販売に対し、百貨店リアル店舗の強みをどう活かすのか。 

 

EC 売上高は約 400 億円（連結比 3〜4%）で昨年度黒字化。店舗と EC の補完関係を

強化し、来店後に自宅での購入・配送・店舗受け取りなどシームレスな購買体験を実

現する。EC が店舗売上に迫る規模は当面見込めないが、利便性向上による相乗効果を

高める。 

 

９. 来期の見通しについて、良くなる要因と悪くなる要因は。 

 

良くなる要因は、適度なインフレによる購買意欲の高まり、日本人顧客との関係の深

化、識別顧客数の増加、カード戦略の進展、海外顧客の変動抑制など。悪くなる要因

は、国際情勢に伴うコスト上昇（エネルギー費、ライセンス料、委託費など）。コスト

コントロールを行いながら、国内外での売上拡大を図る。 


